平成27年1月29日　

　　（介護予防）訪問介護事業所管理者　
　　（介護予防）通所介護事業所管理者　　様

　　　居宅介護支援事業所管理者　　　　
広島市健康福祉局高齢福祉部介護保険課　
事業者指導・指定担当課長　
　　　サービス付き高齢者向け住宅及び住宅型有料老人ホーム等に併設又は近接している事業所
　　　における留意事項について（通知）
　平素より、本市の介護保険行政に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、最近本市においても増加しているサービス付き高齢者向け住宅及び住宅型有料老人ホーム等（以下「高齢者住宅等」という。）と併設又は近接（以下「併設等」という。）し、主に当該高齢者住宅等に居住する利用者にサービス提供している、（介護予防）訪問介護事業所、（介護予防）通所介護事業所及び居宅介護支援事業所において、各々の事業所が独立した運営を行わず、一体的な運営を行うことにより、次のような不適切な取扱いが確認されています。
１　（介護予防）訪問介護事業所及び（介護予防）通所介護事業所に共通する事例
　⑴　職員配置について、効率的であることを理由に、高齢者住宅等の職員と兼務した際に、各々の事業所での勤務時間が明確に区分されておらず、勤務体制が不明瞭となっていた。
⑵　管理者が、各事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行っていなかった。

⑶　利用料について、区分支給限度基準額を超過し利用者の自費対応となった場合、利用者の経済状態に応じて自己負担額を徴収しない場合があるなど、利用者間で不公平な取扱いをしていた。
２　（介護予防）訪問介護事業所に関する事例
　⑴　訪問介護のサービス提供の記録について、実際のサービス提供時間とは異なる時間帯で記録するなど、サービス提供の記録方法、その確認方法及び管理等が常態的に不適切だった。
⑵　訪問介護計画に位置付けられていたサービスが自費対応となった際に、訪問介護計画及び居宅サービス計画の変更等の手続きを行っていなかったため、自費対応となったサービスについても介護報酬請求をしていた。
⑶　訪問介護のサービス提供責任者が、訪問介護員の業務の実施状況を把握していないなど、組織の管理体制が不明瞭だった。
３　（介護予防）通所介護事業所に関する事例
　⑴　通所介護のサービス提供の記録について、通所介護計画の予定時間を記載し、実際のサービス提供時間と異なっていた。
⑵　通所介護計画について、区分支給限度基準額内で収めるため、予め計画で位置付けられているサービス内容を頻繁に変更し、居宅サービス計画と通所介護計画の内容が相違した状態になっていた。
４　居宅介護支援事業所に関する事例
　⑴　居宅サービス計画について、サービス内容の変更があった際に、適正な居宅サービス計画の変更の手続きが行われておらず、介護サービス事業所との連携が取れていなかった。

⑵　事業所の都合により、夜間・深夜及び早朝の時間帯に訪問介護サービスを位置付けて加算を請求したり、週当たり５日の生活援助を位置付けるなど、利用者の自立に向けた支援となっていない居宅サービス計画を作成していた。
つきましては、下記に留意の上、本市条例及び厚生労働省令等の関係法令に従い、適切に事業を運営してください。今後の実地指導や監査等において、同様の事例を確認し、著しく不適切と判断した場合は、行政処分の対象となることがあります。

また、平成２７年度の介護報酬改定において、訪問介護事業所については、集合住宅に居住する利用者へのサービス提供に係る評価の見直しが予定されていますので、情報収集に努め、適正に対応してください。
記

１　（介護予防）訪問介護事業所及び（介護予防）通所介護事業所に関する留意事項
　⑴　人員配置、勤務体制の確保等
　　　高齢者住宅等の職員と兼務する場合には、高齢者住宅等の職員としての勤務時間と介護サービス事業所の職員としての勤務時間を明確に区分すること。
また、介護サービス事業所においては、月ごとの勤務表を作成し、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、（介護予防）訪問介護事業所のサービス提供責任者の配置、（介護予防）通所介護事業所の生活相談員、看護職員及び機能訓練指導員の配置等を明確にしておくこと。
　⑵　サービスの提供の記録
　　　サービスを提供した際には、実際のサービスの提供の日時、具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、サービス提供の記録、その確認及び保管方法等を定め、それらを管理する担当者を配置するなど適正に管理できる体制を整えること。
　⑶　（介護予防）訪問介護計画、（介護予防）通所介護計画の作成
　　　サービスの提供に当たっては当該計画に基づく必要があることから、サービスの提供開始までに、（介護予防）訪問介護事業所ではサービス提供責任者が、（介護予防）通所介護事業所では管理者が当該計画を作成すること。また、サービス内容等を変更する必要がある場合には、その都度、適正な手続きを経て当該計画を変更すること。
　⑷　管理者等の責務
　　　管理者は、業務内容の管理を一元的に行わなければならず、従業員の業務分担等を明確に定めるなど、運営等に関する基準を遵守させる体制を整えておくこと。
　　　また、（介護予防）訪問介護事業所のサービス提供責任者は、訪問介護員等へ具体的な援助目標及び援助内容を指示し、利用者情報を伝達するとともに、業務の実施状況を把握して、利用者に対して適切なサービスを提供すること。
　⑸　利用料等の受領
　　　利用者に対する請求に関し、他の利用者との間に不合理な差額を設けることなく、適切な支払いを受けること。
介護保険以外のサービスについては、運営規定を別に定めて介護保険の対象とはならないサービスであることを利用者に説明して理解を得ておくこと。また、それらのサービスについて介護保険の会計と明確に区分して管理すること。
２　居宅介護支援事業所に関する留意事項
　○　指定居宅介護支援の具体的取扱方針
　　　適切なケアマネジメントにより、利用者個々の状態に応じた居宅サービス計画を作成するとともに、利用者の状況変化等を踏まえ、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行うなど、利用者の自立支援に向けたサービス提供を行うこと。
　　　また、居宅サービス計画へ居宅サービスを位置付けるに当たって、高齢者住宅等に併設等している介護サービス事業所の利用を強制することは認められないため、併設等している介護サービス事業所以外の利用についても提示するなど、利用者又はその家族の意向を十分に確認し、居宅サービス計画を作成すること。　　　　

お問合せ先：介護保険課事業者指導係　　　　　　　　　　　　　　


　（電話：082-504-2183　fax：082-504-2136）











